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はじめに

　宅建士試験に合格するためには，どんな学習をするのが効果的でしょうか。
　誰しも，できるだけ短時間で効果的な学習をして合格したいとお考えでしょうから，
当然の疑問です。しかし，それは，わけもわからずむやみやたらと覚えようとしたり，
やみくもに問題を解くことではありません。
　その答えは，合格に必要不可欠な知識を，必要な限度で理解・整理して頭に入れ，
問題を解く力にまで高めておくことです。キーワードは，「わかって合

う

格
か

る」。その心
は“理解あってこそ，はじめて合格する”です。

　本書では，それをホップ・ステップ・ジャンプ！の３段階方式で実現します。まず
導入部として 「１時間で宅建士試験大

おお

づかみ　基本テーマ32」で全体像を一気につか
み（ホップ！），次に学習の中心となる本文で「しっかりわかる」（ステップ！），その
上で巻末の「厳選過去問プレミアム50」を解いて一気に合格力をアップさせる（ジャ
ンプ！），という仕組みです。

　そのために，本書では，本試験の出題傾向を徹底的に分析した上で，次のようなフ
ローで合格に必要不可欠な情報を掲載しています（もちろん，初めて学習する初心者
の方が簡単に理解できるように，わかりやすさに特に注意しながら記述しています）。
①過去問の分析を通じて，マスターすべき事項を絞り込みました。直近の2016年度
（平成28年度）出題を含む，直近12年間の本試験での出題事項にはアンダーラインを
引き，出題年も記載しています。②重要な事項は，重要度に応じて黒と色の２段階の
ゴシックで記載しました。③必要に応じて「ケース（具体例）」を用いて説明しました
ので，本試験に向けた実戦的な試験対策ができるはずです。④整理が必要な箇所は，
簡略に図表化し，理解や記憶に必要な着眼点や整理のポイントを随所に織り込んでい
ます。⑤準備が不可欠な最近の改正点も，ゴシックで明示しています。さらに，⑥仕
上げとして 「厳選過去問プレミアム50」，これをやれば完璧です。そして，⑦手軽で機
動的な学習ができるように３分冊構成としました。
　
　最後になりましたが，皆さんが本書を集中的にマスターされ，2017年度の宅建士試
験の合格を勝ち取られることを心よりお祈りしています。
　合格はすぐそこにあります。

TAC宅地建物取引士講座 主任講師
木曽　計行
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本書の特長と利用方法

　本書のコンセプトは，「はじめに」にもあるように，「わかって合
う

格
か

る」。その
ための構成として，まずは，本書冒頭に掲載した「１時間で宅建士試験大

おお

づか
み　基本テーマ32」で全体像を一気につかむ。次に，学習の中心となる本文を
読み進む。そして，それにあわせて該当箇所の「厳選過去問プレミアム50」を
解くという流れになっている。つまり「ホップ・ステップ・ジャンプ！」の３段
階方式である。
　本書を効果的に使って頂くために，各アイテムに関して説明しておこう。

①　「１時間で宅建士試験大
おお

づかみ　基本テーマ32」
　全体にわたって，一気に，合格に不可欠な基本重要事項をつかんでしまお
う。これからの効果的な学習の出発点。

②　科目ごとの「傾向と対策」
　冒頭で各科目の傾向と対策を明示。効果的な学習の指針としてほしい。

③　イントロダクション
　各Sectionの冒頭にイントロダクションを設けた。そのSectionでマスター
すべき学習内容のポイント，本試験での重要性などを簡略に記載。

④　わかりやすさを徹底的に追求
　平易な文章なので，スムーズに頭に入ると同時に応用力がつくはずだ。ま
た，理解が早いので学習がはかどり，短期間の学習で成果が期待できる。

⑤　ゴシック表示
　重要な覚えるべき箇所・キーワードについてはゴシック体で表記。とくに
重要度が高いポイントは色文字のゴシックで，より強調して表示。直前期は
ゴシック部分を重点的に目を通すことで，知識のスピードチェックができる。

⑥　法律改正点の明示
　宅建士試験対策では，改正点の学習は不可欠。そこで，近時に行われた改
正を，「最近の改正」として該当箇所に色文字のゴシック体で明示した。

⑦　「重要フラッグ」等で今年の重要度を明示
　本試験前に必ず再読すべき，今年出題が予想される重要項目を指
摘。時間のない受験生もこの項目は絶対にマスターしてほしい。逆
に，学習の優先順位の低い事項に関しては，見出し表示を黒くある

いは薄めの色にし，かつ，活字を小さく記載している。時間がないときに
は，後回し，また，場合によっては割愛するのもよい。

⑧　過去の本試験での出題箇所と出題年度を表示
　H17からH28までの過去12年間の本試験で出題された事項をアンダーラ

重 要
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インで明示し，出題年度（ex. H28）を記載。出題頻度の高い重要な事項を
知ることができ，今年の出題予測ができるとともに，本文を一読後，再度，
アンダーラインの箇所だけを拾っていけば12年間分の過去問の重要ポイン
トを短時間で集中的にカバーできる。ここでも「ジャンプ！」。

⑨　「重要！　一問一答」
　理解のポイントとなる過去問を肢別で随所に挿入。適時チェック。

⑩　「厳選過去問プレミアム50」（巻末）
　今年の出題が予想される事項とズバリ論点が重なる“選りすぐられた過去
問・計50問”（問題の配列は効果的な学習の順序に合わせたことから本試験
とは異なるが，本試験と同じ出題分野・項目で構成されている！）を通じ
て，問題解決力をイッキに養成。問題文のキーワード・着眼点をそれぞれ
ゴシック（太字）表示したので，「目のつけ所」 がしっかり身につく。また，
「チェックポイント」 で，その問題の要点や関連事項，解き方のテクニック
をピンポイントで整理。さらに解説中に該当Sectionの番号を記載して本文
とのリンクをはかった。この50問にしっかり取り組んで，合格力を養成して
ほしい。

⑪　豊富な図表
　理解を助けるために，次のようにアイコンを多彩に使用している。

　理解と整理の手助けとして，学習事項の全体像や重点
ポイントを簡単につかむ。

　整理が必要な出題可能性の高い事項を簡略に図表化
し，まとめている。頭に入れてしまおう！

　過去に本試験で出題された事例などを通じて実戦的に
マスターする。

理解する

試験に出る

具体例

★法改正・統計情報対策も万全!!　『宅建士Vクラブ』のご案内★

　本試験は，例年４月１日現在施行中の法令等に基づいて出題されます。本書
執筆時（2016年10月末現在）以後に施行が判明した法改正および最新の統計
情報については，後日発行される『法律改正点レジュメ』で対応しております。
ご希望の方は，本書に投込みの『宅建士Vクラブ』ハガキに必要事項をご記入の
上，ご投函ください。無料でお送りいたします（2017年７月発送予定）。
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１時間で宅建士試験大
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　未成年者など判断能力が十分
でない人を守るために設けられ
ている制度。例えば，子供には
親を保護者としてつける。とこ
ろが15歳のＡ君が一人で契約
を結んでしまった。こんなとき
は，変な契約を結んでしまうか
もしれない。そこで，あとでそ
の契約をなかったことにできる
ことにしています。

第１編
Chap.2-Sec.2

９回

　宅建士試験50問のうち，正答率70％以上の問題（つまり，簡単な問題）
が，30問前後出題されます。これらの問題の多くはよく出る特定の分
野から出題されています。そこで，頻出・基本分野を手早く理解して，
効果的な学習につなげましょう。では，合格のエッセンスぎっしりの 「基
本テーマ32」イッキ読み，スタート！
※ たとえば「 ８回」 は，過去12年間の当該論点の出題回数が８回であることを表します。
　 また，「第１編 Chap.2 - Sec.2」は，本文の第１編 Chapter2 - Section2を表します。

1 民法等

１時間で宅建士試験大
お お

づかみ

基本テーマ32まずはここから

制限行為能力 1

（保護者
ex.Ａ君の親）

（ex.Ａ君15歳）

保護者Ｃにだまって

B
A

C

その家を売って

　未成年者の他に，認知症の大人なども保護してあげる必要がある。そ
れぞれについて，どのように保護されているかを一緒に学習していきま
しょう。

xxiv
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　だまされて契約（例えば「売
るよ」と言う。つまり，意思表
示をする）を結んだＡが，あと
でその契約をやめたいと思う。
このままじゃＡがかわいそう。
もちろんＡは，契約をやめるこ
とができます。

　マイホームなどを売却すると
きは，普通，不動産屋さんに頼
みますよね。このように人に頼
んで，売買契約などをやっても
らうことを代理といいます。自
分で出向かないのにＡが家を売
ったことになる便利な仕組み。

第１編
Chap.2-Sec.4

８回

第１編
Chap.2-Sec.3

９回 2

 3

BA

売ります
だます

CA B

売ります

（本人） （代理人） （相手方）

意思表示

代　理

　代理人Ｂは，本人Ａのために契約を結ぶ権限（代理権）をもって相手
方Ｃと代理人として契約を結ぶことが必要。ただし，スムーズにいくと
は限らないし，悪いことをする人もいる。例えば，頼んでいないのにＢ
が「Ａの代理人だ」と言って，Ａの家を売ってしまう（これを無権代理
と呼びます）。Ａは売ったことになって，家を手放さないとダメなの？

　ここでは，このような自分の本心と違う契約を結んでしまった場合の
処理がテーマになります。さらに，事情を知らずにＢから購入したＣ
（このような人のことを第三者という）がいるときはどうなるのでしょ
う？　Ａから返せと言われるとＣはビックリする。この第三者Ｃとの関
係が焦点。
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　約束を守らないことを債務不
履行といいます。もちろん約束
を破られたＢは，損害を被れば
賠償金をもらえますし，契約を
破棄（解除）して支払った代金
の返還を求めることができま
す。

　ローンを組んで手に入れたせ
っかくのマイホーム。欠陥住宅
では泣くに泣けない。売主Ａに
責任をとらせて，買主Ｂは救済
されるべきですよね。そこで，
定められているのが売主の担保
責任。

第１編
Chap.3-Sec.3

９回

第１編
Chap.3-Sec.1

９回 4

 5

売買契約

B

代金3,000万円を支払ったのに，
家を渡してくれない・・・。
ナンタルチア！約束違反だ！

A

売買契約

B

5,000万円で新築のマイホーム
買って住んでるのに・・・，
ギョッ！この家傾きだした！

A

債務不履行・解除

売主の担保責任

　６種類の責任がありますが，上のケースの責任は，欠陥（瑕疵と呼び
ます）がある場合だから瑕疵担保責任。その他，売主はどんなときに，
どんな責任を負うでしょうか？

　どんな場合に約束を破ったことになるんでしょうか？（債務不履行の
要件）解除されたとき，すでにＢからこの家を買っていた第三者Ｃの立
場はどうなるの？　も焦点。
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Chapter

宅建士試験に合格するための宅建士試験に合格するための
民法等入門民法等入門

民法等で学習すること1Section

1

試験に合格するためには，攻略すべき試験の実態を把
握しておく必要があります。そこで，まず，宅建士試
験における「民法等」の位置づけをつかんだうえで，
「民法等」の学習を始めましょう。
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4

第１編　民法等

民法等で学習すること

1 宅建士試験における民法等の傾向と対策

1. 全出題数 50問

　 ①民法等 14問
　 ②法令上の制限 ８問
　 ③宅建業法 20問
　 ④税・その他 ８問

2. 民法等の得点目標
　 最低 ７～９点
　 できれば  10点以上

条文　民法1,000条以上＋特別法
判例

　宅建士試験は２時間で50問の問題を解いていく試験です。そして，
その内容は，大きく４つの分野に分類することができます。これから学
習するのは，１番目の「民法等」というところです。その 「民法等」の
出題は50問のうちの14問，主要な科目といえます。では，この 「民法
等」では，何点を得点すれば合格できるか。得点目標です。

　次の表をご覧ください。これは，2011～2015年の，本試験の合格点と
平均的な合格者の本試験での「民法等」の得点です。

まず，宅建士試験の「民法等」の分野の学習を進めていくにあたっ
て，あらかじめ宅建士試験における「民法等」の位置づけを知って
おいてください。

Introduction

1Section
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1

＜ Section 1 ＞ 　民法等で学習すること

Chapter

宅
建
士
試
験
に
合
格
す
る
た
め
の
民
法
等
入
門

＊　本書は，直近の2016年度を含め，過去の本試験の出題内容や傾向を徹底分析
した上で制作しておりますが，本書執筆段階では2016年度の合格発表は未だ行
われておりません。2016年度の合格ラインの分析や『わかって合格る宅建士シ
リーズ』を利用した2017年度の本試験対策などの情報を，TAC出版HPで公開
いたします（2017年1月下旬予定）。

URL  ➡ http://bookstore.tac-school.co.jp/wakauka/

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年

合格点 36/50 33/50 33/50 32/50 31/50

「民法等」の得点 9/14 8.5/14 7/14 7.5/14 7/14

　この表をご覧になればお分かりになるように，合格するためにはおお
むね７点～９点を得点する必要があることがわかります。安全確実な合
格を考えれば，10点以上をねらいましょう。
　ただし「民法等」の問題はかなり難しくなっています。民法だけでも
1,000条以上の条文からできています。さらに，特別法である不動産登
記法，借地借家法，区分所有法からも出題されるのです。したがって，
条文だけでも相当数あり，たいへんです。そのほか，判例からもたくさ
ん出題されます。つまり，学習する範囲が広いということです。
　では，どうすれば得点目標の点数がとれるのでしょうか？
　最重要のポイントは，よく出るところは徹底的に準備しておくこと，
誰もが得点できる問題を落とさないことです。つまり，頻出基本分野を
しっかり身につけることが合格のかなめです。さらに，今年の出題予測
も不可欠です（なお，最近の本試験では，現在進行中の民法の改正動向
を意識した出題が見られることから，出題予測にあたってはその点も考
慮に入れています）。
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　そこで，本書では，重要度を判断するためのアイコンなど（「 重 要

フラッグ」や過去の本試験で出題された年度） も記されていますから，
それらを目安にして本書の徹底的なマスターに努めてください。必要十
分な合格力が身につくはずです。
　また，「民法等」の分野では，ケース（事例）のかたちでの出題がた
くさんあります。さらに，本当に身につける，つまり，「わかる」ため
には，具体的な理解が不可欠です。したがって，学習にあたっても，
ケースを通じて具体的に理解していくことも重要です。
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Chapter

契約を結ぶときに契約を結ぶときに
問題となること問題となること

（売買契約を中心に考えてみよう）（売買契約を中心に考えてみよう）

2

Chapter ２では，売買契約に関するケースを念頭に
置きながら，契約を締結するときに問題となることが
らについて学習していきます。宅建士試験対策として
は，いずれのSectionも，重要な分野です。

契約ってなんだろう1Section

相手方が未成年なら2Section

だまされて契約したら3Section

人に契約を結んでもらう4Section
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契約ってなんだろう

1 契約とはどんなものか

１-１　契約とは

　契約とは，「約束」のことです。
　たとえば，Ａさんが，自己所有の土地を1,000万円でＢさんに売ると
いう契約を締結したとします。
　これは，Ａさんは「自己所有の土地を1,000万円と引き換えにＢさん
に渡します」という約束をしたということを意味します。その結果，Ａ
さんは，Ｂさんに対してその土地を引き渡す義務を負うことになります
し，Ｂさんは，それに対して，代金として1,000万円を支払う義務を負
うことになるのです。

１-２　契約の成立 重 要

　契約が成立するのには何が必要でしょうか。契約の成立要件です。Ａ
さんがＢさんに，「この土地を売りましょう」と言います。それに対し
てＢさんが，「OK，買いましょう」と言う。これによって契約が成立
します。このように，契約というのは，Ａさんの「申込み」とＢさんの
「承諾」が「一致」することによって成立します。もちろん，反対に，
Ｂさんの「申込み」とＡさんの「承諾」によっても契約は成立します。
　契約が成立するためには，原則として，当事者の申込みと承諾の一致

ここでは，民法等を学習する上で理解が不可欠な契約に関して，そ
の基本を学習します。簡単につかんでください。

Introduction

1Section
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＜ Section 1 ＞ 　契約ってなんだろう

2
Chapter

契
約
を
結
ぶ
と
き
に
問
題
と
な
る
こ
と

が必要であり，それで十分であるということです。したがって，契約書
を作らなくても契約は成立する

H19･21
ということになります。

１-３　契約の分類

諾
だく

成
せい

契約 要
よう

物
ぶつ

契約

内容 当事者の合意だけで成立する契
約

合意のほかに物の引渡し等の行
為がないと成立しない契約

例
売買契約・賃貸借契約　等
（ほとんどの契約は諾成契約）

Ｈ19･27

質権設定契約・使用貸借契約
H27等

　契約は，申込みと承諾の一致で成立するのが原則でした。これを，申
込みと承諾だけで成立する契約ということから，諾成契約と呼びます。
ただ例外的に，契約の成立に物の引渡しが必要な要物契約があります。

有償契約 無償契約

内容 内容契約の内容に対価等の支払
いのあるもの

契約の内容に対価等の支払いの
ないもの

例 売買契約・賃貸借契約等 贈与契約・使用貸借契約等

　どんな契約が無償契約か，この本をひと通り読んだあとで確認してく
ださい。

１-４　契約の有効・無効・取消し

⑴　有効というのは効果があり，無効というのは効果がないことです。
つまり，効果がないというのは，契約などを結んだとしても法律はそ
の契約の実現に協力してくれないということです。

⑵　取消しとは，一応有効だけれども「取り消すぞ」と言うことによっ
て無効にすることです。取り消さないかぎりは，有効なままです。

⑶　無効となるものとして，公
こう

序
じょ

良
りょう

俗
ぞく

違反の契約があります。これはた
とえば，賭博や愛人になる契約などのように，常識に反するような契
約のことです。社会的な妥当性のない契約ですね。このような契約の
実現に法が協力してあげるのは不適当です。そこでこのような契約は
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無効であるとされています（90条）。そして，この無効は，だれに対
しても主張することができます。

１-５　契約の効力発生要件    　  重 要

　契約の効力が発生するための要件としては，条件や期限などがありま
すが，ここでは，最近宅建士試験でよく出題されるようになっている停
止条件についてお話ししておきます（ただし，難しい話ですので第１編
を一通り学習した後で学習するのでよいでしょう）。
⑴　停止条件とは，契約などの効力の発生を，発生するかどうか不確実
な事実に係らせることをいいます。
　停止条件付きの法律行為とは，たとえば，転勤が決まったら売買契
約の効力を生じさせるという契約などのことで，停止条件（ex．転
勤）が成就したときから契約としての効力が生じます

H18
（127条１項）。

したがって，停止条件付の契約が有効に成立しても，停止条件の成否
未定の間は，契約などの効力は生じていません。しかし，条件の成就
によって利益を受ける当事者は，条件の成否未定の間でも，その利益
に対する期待をもっています。

⑵　そこで，①条件付き法律行為の各当事者は，条件の成否未定の間に
おいては，条件の成就によってその行為から生じる相手方の利益を害
してはなりません（128条）。害した者は，損害賠償義務を負います

H23
。

また，②条件の成否未定の間における当事者の権利義務は，普通の権
利と同様に，これを処分し，相続したり，保存しまたはそのために担
保を供することができます

H18･23
（129条）。さらに，③条件の成就によって

不利益を受ける当事者が故意に条件の成就を妨げたときは，相手方は
その条件を成就したものとみなすことができます

H18･23
（130条）。不利益を

免れさせるのは不当だからです。
　　なお，成就することのない不能の停止条件を付した法律行為は，結
局実現不可能ですから，無効

H18
です（133条１項）。
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2
Chapter

契
約
を
結
ぶ
と
き
に
問
題
と
な
る
こ
と

相手方が未成年なら
～行為能力～

1 制限行為能力者制度

１-１　能　力

　能力には，「権利能力」，「意思能力」，「行為能力」があります。
⑴　権利能力とは，権利や義務の主体となりうる資格

H17
のことです。人は

出生すれば権利能力を取得します
H25
（３条１項）。

⑵　意思能力とは，自分の行為の結果を認識することができる能力のこ
とです。意思能力がない者のことを意思無能力者と呼びます。たとえ
ば，お酒を飲んで，ぐでんぐでんに酔っ払った人を考えてみてくださ
い。このような者が結んだ契約などは，効果がない，つまり，無

H17･19･24
効と

考えられています（判例）。本心とはいえないからです。
⑶　次に，いちばん重要な行為能力について説明しましょう。行為能力
とは，単独で完全に有効な契約などの法律行為を行うことができる能
力のことです。

　　民法は，10歳の子供など，判断能力が不十分な一定のタイプの人た
ち（制限行為能力者）を守ってあげるということを目的として，「制
限行為能力者制度」という仕組みを設けています。制限行為能力者に

「行為能力」という「能力」を制限しようという話が「制限行為能
力者制度」です。制限行為能力者制度については，「未成年者制度」
という子供に関する制度と，もう１つは大人に関する「成年後見制
度」があります。

Introduction

2Section

重 要
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は保護者をつけ，１人では契約などをさせない，また，やってしまっ
たときはなかったことにできるという救済の仕組みです。制限行為能
力者とは，「行為能力」が制限された人という意味なのです。

１-２　制限行為能力者制度

　制限行為能力者には，未成年者，成年被後見人，被保佐人，被補助人
と呼ばれる４つのタイプがあります。そして，この４つのタイプによ
り，保護の仕方や程度が異なっています。

2 未成年者制度 重 要

２-１　未成年者とは

　未成年者とは，20歳未満の人のことです（４条）。
　ただ，男性の場合は18歳，女性の場合は16歳になれば結婚することが
できます（未成年者が結婚するには，父母の同意が必要ですが，父母の
一方が同意しないときは，他の一方の同意だけで足りま

Ｈ17･25
す。737条）。そ

して，未成年者が結婚をした場合，大人，つまり成年者と扱われます
（婚姻による成

せいねん ぎ せい

年擬
H17･20･22
制，753条）。結婚をするぐらいですからませている

4 4 4 4 4

，
成熟していると考えられるからです。

２-２　未成年者の保護者

　保護の方法として，まず親権者か，未成年後見人と呼ばれる保護者が
つけられます（未成年後見人は一定の者の請求により家庭裁判所が選任
する他，遺言による場合もあります

H26
。839条，840条）。なお，児童虐待

の防止等を図る観点から，法人または複数の未成年後見人の選任が認め
られています（840条）。
　そして，未成年者自身が契約などを結ぶ場合には，保護者の同意を得
なさ

H20･22
いとされています（５条１項）。

　また，保護者に自分に代わって契約などをしてもらうこともできま
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＜ Section 2 ＞ 　相手方が未成年なら

2
Chapter

契
約
を
結
ぶ
と
き
に
問
題
と
な
る
こ
と

す。代わって契約などをしてもらうことを代理と呼びますが，法律に
よって一定の者が代理人となるので，このような代理人を法定代理人と
呼んでいます（824条，859条）。以上のような方法で，未成年者は，完
全に有効な契約などをすることができるのです。

２-３　法律行為の効果

⑴　未成年者が契約する場合，保護者の同意を得ずに１人でしたとき
は，自分に損なことをしてしまうかもしれないですね。したがって，
単独で未成年者が契約などを行った場合には，原則として取り消すこ
とができ

H20
るとされています（５条２項）。契約は一応有効ですが，そ

れをなかったことにできるわけです。
⑵　ただ，次のような場合は，未成年者が単独で行っても取り消すこと
はできません（５条３項～６条）。未成年者が損をしないからです。

①　単に権利を得または義務を免れる行為

②　法定代理人が処分を許した財産の処分行為

③　許可された営業に関する行為

　①はたとえば，負担のつかない贈与を受けたような場合です。タダで
もらうだけです。②は，もらったおこづかい

4 4 4 4 4

で，お菓子を買うような場
合，③は，未成年者に営業の許可がなされた場合

H25
です。その営業に関し

ては，未成年者であっても成年者と同一の行為能力
H28
を有します。親がき

ちんと判断して許可を与えたというケースです。

２-４　保護者の権限

　同意権，代理権があります。そして，未成年者が１人で行った場合に
は親が取り消すことができる，つまり，取消権が認められています。さ
らに，追認権というのも認められています。一応有効だけれども取り消
すことができるという状態の場合，この取消権を捨ててしまう，つま
り，完全に有効にしてしまうこと，これを追

つい

認
にん

といいます。取り消すこ
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とができる場合の追認は，法定代理人等が追認する場合を除いて，取消
しの原因となっていた状況が消滅した後でなければできません（124条。
なお，このことは，次のセクションで学習する詐欺・強迫の場合も同様
です）。

２-５　取り消すことができる者

　契約などを取り消すことができるのは，未成年者本人，法定代理人，
能力者になった本人です。ここで，注意してほしいのは，未成年者本人
も取り消すことができるということです。契約などによっていったん生
じた義務が，取消しによってなくなるわけですから，未成年者自身が
行ってもとくに問題ありませんね。このことは，他の制限行為能力者に
ついても同様です。

3 成年後見制度 重 要

　まず，３つのタイプの成年後見制度について，判断能力の程度のイ
メージをつかんでください。
　いずれにしても，たしかに，判断能力が低かったりするわけですから
保護してあげる必要はあります。ただ，判断能力の程度に応じて，自己
の意思というものも尊重したほうがよい。そこで民法は，保護を図りな
がら，その人の意思の尊重との調和を図ろうとしています。

判断能力の
程度 ３つのタイプ 自己決定はどの程度

尊重できるか

高い

低い

③　被補助人《例：軽い認知症》
②　被保佐人
①　成年被後見人《例：重い認知症》

尊重できる

尊重できない

理解する
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